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[4] 比較検証 
（2）通産省案と文化庁案② 
 ヤングレポートは、レーガン政権の産業競争力委員会（競争力評議会とも呼ばれる）

によって提出されたレポートで、その後のアメリカの国際競争力の向上と経済成長をも

たらすことになる。この「Global Competition—The New Reality（国際的な競争―新

しい現実として）」では、国家として次の 4 つの主要目標を掲げている。 
①競争力の優位性のため、新技術を創造、実用化、保護すること。 
②投資のための利用可能な資本の供給を増加させながら、アメリカのビジネスへのコス

トを削減すること（資本コストの低減）。 
③熟練、適応、意欲のある労働者を育成すること。（人的資源の開発のことで、労働力） 
④自国の国家的優先事業とする世界の通商システムを強化すること。 

アメリカは自国に国際的な競争力をつけるために、新技術を創造、実用化、保護する

こと、すなわち知的財産権の保護の強化が示された。 
競争力の優位性により何が生まれるか。競争力は 、自由かつ公正のもとで、国家と

して有用な商品とサービスを生み出すことになる。そして、それは実質的な国民所得の

維持と増大に役立つ。そのためにも、給与を下げることがあってはならないとされてい

る。 

またヤングレポートは、アメリカの現状について次の通り報告している。 
①日本の自動車、鉄鋼、電気·精密機械における競争力の上昇がアメリカの 5 倍であり、

それが偶然に起きたものでないこと。 
②アメリカの実質所得が停滞していること。 
③アメリカの製造部門の再投資について、20 年前は 12%だったものが、1983 年には

4%まで低下したこと（その原因として、アメリカの低い貯蓄率が指摘されている）。 
④1983 年の貿易赤字が 12 億 5000 万ドルに達したこと。 
⑤米国の 10 のハイテク産業のうち 7 つのシェアを日本に奪われていること。 
 そして、その競争に影響を与えるものは 4 つ。「技術」「資本・資源」「人的資源」「国

際貿易」としている。その中で知的財産権に関連するものは、「技術」における戦略、

民間企業の研究開発の奨励と特許制度の見直しである。特に、コンピュータソフトなど

のハイテク分野の競争力の低下は著しく、国内問題としての保護の不明瞭さだけではな

く、米国の技術を利用した製品が国外のみならず、国内にも流入していることを指摘し

ている。その原因が、国際的な知的財産権の保護レベルの各国の差や、途上国において

特許保護を軽減する政策であることも示されている。 
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